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資料２ 
 

途上国の環境アセスメントにおける 
パブリック・コンサルテーション 

- 開発援助の現場から
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お、影響を及ぼしやすい特性や、影響を受け易い地域で実施されるプロジェクトに該当するも

のは除き、同行の支援金額が 10百万 SDR相当円以下、通常特段の環境影響が予見されないセ
クター及びプロジェクト（例：人材開発、国際収支支援、既存施設のメインテナンス、追加設
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応は新しい試みとなった。B/Dと平行して実施される DMS / PAPs
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 オ 住民移転に関する「カ」国側実施体制（制度、組織、予算、人員、スケジュール等）の

調査：住民移転計画の策定が十分なされていない場合は計画策定に関する支援をおこな

うとともに、実施状況のモニタリングについては、アジア開発銀行などの援助機関によ

る類似案件に参画し、移転手続きなどに関する現場経験を有する現地 NGO に委託して
おこなうこととし、その仕様（内容、調査期間、実施方法など）を調査および協議のう

え作成する。 
（３）主要な分野 
ア 業務主任／環境社会配慮 I（住民移転計画支援） 
イ 環境社会配慮 II（移転手続モニタリング） 

 
環境社会配慮支援調査（予備調査） 
（調査方針） 
１．国道 1号線の改修は、閣議決定済み第二次社会・経済開発 5カ年計画（SEDP-2、2001





 8

とが適切であると
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5  プロジェクトが与える環境影響や社会影響を評価し、代替案を検討し、適切な緩和策やモニ
タリング計画を策定する。 
6  JICAの開発調査における環境社会配慮ガイドラインの運用のための基礎研究会報告書 1.4 
世銀の Sector EA, Region
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